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資 料２ 

庁舎管理に係る専門委員会における検討結果について 

庁舎管理に係る専門委員会（座長：奈良委員。委員名簿は p.6 参照）を 3 回にわたり開

催1し、本年度の重点検討事項である庁舎管理に係る判断の基準等の見直しについて検討

を実施した。 

庁舎管理に係る判断の基準等の見直しは、政府実行計画2の「建築物の建築、管理等に

当たっての配慮」に掲げられた取組を踏まえつつ、初期投資が必要な大型の最新設備の

導入によることなく、特に運用面における取組による省エネルギー・低炭素化が図られ

ること、また、その取組が地方公共団体や民間のビル・施設等においても活用可能であ

り、継続的改善につながるよう、検討を進めることとした。 

また、政府実行計画においては、建築物の省エネルギー対策の徹底に向けて、省エネ

ルギー診断の実施及び診断結果に基づくエネルギー消費機器や熱源の運用改善を行うこ

と、エネルギー管理システム（BEMS）の導入等によるエネルギー消費の見える化及び最

適化を図り、庁舎のエネルギー使用について不断の運用改善に取り組むこととされてお

り、これらの取組から得られる庁舎におけるエネルギー消費量等のデータを積極的に活

用することにより、エネルギー管理の徹底を図ることが極めて重要であることから、庁

舎管理におけるエネルギー管理に不可欠なデータの把握及びその分析・評価に係る項目

の設定を含め、検討を実施した。 

以下に、庁舎管理に係る判断の基準等の見直しに関する検討結果を示し、本専門委員

会からの報告とする。 

１．対象品目 

（１）庁舎管理の対象範囲 

管理業者に委託して実施する庁舎の適切な維持管理（常駐管理及び常駐管理以外）で

あり、現行の庁舎管理の対象範囲から変更はない。 

（２）新規追加品目 

エネルギー管理システム（BEMS）の活用については、我が国の約束草案に示された温

室効果ガス排出削減目標の達成に向けた主要な対策・施策の一つであり、政府実行計画

においてもエネルギーの見える化とエネルギー管理の徹底に向け、中央合同庁舎等の大

規模な庁舎から導入することが求められている。このため、グリーン購入法において新

たな特定調達品目として設備分野に「エネルギー管理システム」を追加することとした。 

                                                   
1 第 1 回は 8 月 5 日、第 2 回は 9 月 9 日、第 3 回は 9 月 30 日にそれぞれ開催 
2 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制のため実行すべき措置について定める計画（平成 28
年 5 月 13 日閣議決定） 
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エネルギー管理システムに係る判断の基準等の案については、資料４－２の p.56 参照。 

２．判断の基準等の考え方 

今般の庁舎管理に係る判断の基準等の見直しに当たっては、省エネ法3との整合に配慮

するとともに、現行の庁舎管理に係る判断の基準等との継続性を確保する観点を踏まえ、

以下の考え方とした。 
なお、具体的な判断の基準等の案については、資料４－２の p.68～77 参照。また、以下

の（１）判断の基準及び（２）配慮事項の番号は、判断の基準等の見直し案の判断の基

準及び配慮事項の番号と対応している。 

（１）判断の基準 

① 特定調達物品等の使用 

庁舎管理において使用する物品が特定調達品目に該当する場合は、当該品目の判断の

基準を満たす物品（特定調達物品等）を使用することを規定している。庁舎管理に伴

い調達される備品や消耗品等について、環境物品等を使用することにより環境負荷の

低減が図られることから、当該品目を調達する場合に一定の効果があるものと考えら

れる。このため、本基準については、引き続き判断の基準として設定することが適当

と考え、現行の判断の基準から変更しないこととした。 

② 設備に係る管理標準に基づくエネルギー使用の合理化 

施設における包括的な省エネルギー管理の観点から、別表１に示した省エネ法に基

づく事業者の判断基準を参考とし、施設に導入されている空気調和設備等のエネルギ

ー消費設備ごとの管理、計測・記録、保守・点検に係る管理標準について、必要に応

じ施設管理者と協議の上、設定するとともに、当該管理標準（既に管理標準が設定さ

れている場合を含む。）に基づき設備のエネルギーの使用の合理化を図ることを新た

に判断の基準として設定することが適当と考えられる。 

本基準は、当該施設において導入されているエネルギー消費設備について、省エネル

ギー管理の対象となる設備を特定し、当該設備に係る管理標準に基づき、適切かつ有

効なエネルギー使用の合理化を図るための措置を講ずることを求めるものであること

から、庁舎管理における省エネルギー・低炭素化向けた取組を一層強化する基準であ

る。 

③ 施設における省エネルギーに関する計画の立案及び省エネルギー対策の選定 

施設における省エネルギーに係る目標4及び実施すべき省エネルギー対策（管理業者

が主体的に実施可能な対策及び施設利用者との連携により実施可能な対策）、推進体

制等を盛り込んだ省エネルギーに関する計画について当該施設の管理形態、建物の規

                                                   
3 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号） 
4 可能な限り定量的な目標が望ましい（削減目標、原単位目標等） 
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模、設備・機器等の利用状況を勘案し、施設管理者と協議の上、立案・策定すること

とする。具体的な省エネルギー対策については、別表２を参考として選定するととも

に、当該対策の実施基準（管理形態に応じた保守・点検等の実施頻度の基準等）に基

づく実施状況及び対策効果について報告を行うこと、さらに対策の実施結果を踏まえ、

必要な見直しを行うことを管理業者に求めるものであり、現行の判断の基準を引き継

ぐ形で設定することが適当と考えられる。 
別表２は、判断の基準②において管理標準に示された管理、保守・点検等の内容に

ついて、具体的な対策として記載したものである。本基準は、施設の特性を踏まえ、

効果的な省エネルギー対策を選定するとともに、着実に実施し、対策の実施結果を踏

まえ、継続的な改善を図ることにより、庁舎管理における PDCA サイクルを実現し、

運用水準の向上を図るものである。 

④ 常駐管理の場合の取組 

エネルギー使用量、水使用量、廃棄物排出量を施設管理者に毎月報告するとともに、

前月比又は前年同月比で著しく増加した場合の要因分析を踏まえた対策の提案（著し

く減少した場合は要因検証）を規定している。本基準は、業務実施者の省エネルギー

や省資源に係るノウハウ・創意工夫等を庁舎管理に活用できることから、環境負荷の

低減に有効な基準と考えられる。このため、本基準については、引き続き判断の基準

として設定することが適当と考え、現行の判断の基準から変更しないこととした。 

⑤ 常駐管理以外の場合の取組 

エネルギー使用量、水使用量、廃棄物排出量の増加が顕著な場合に、施設管理者と協

力し、要因分析を踏まえた対策の提案（著しく減少した場合は要因検証）を規定して

いる。本項目についても、常駐管理と同様に環境負荷低減効果が得られるものと考え

られる。このため、本基準については、引き続き判断の基準として設定することが適

当と考え、現行の判断の基準から変更しないこととした。 

なお、遠隔管理については、様々な導入レベルが考えられ、また、設備・機器等の製

造又は販売事業者以外が対応することが困難となる場合が多いこと等から、引き続き

常駐管理以外の場合に該当するものとした。 

⑥ 省エネルギー診断結果の活用及び⑦ エネルギー管理システムの活用 
政府実行計画においては、建築物の省エネルギー対策の徹底に向けて、省エネルギー

診断の実施及び診断結果に基づくエネルギー消費機器や熱源の運用改善を行うこと、

エネルギー管理システム（BEMS）の導入等によるエネルギー消費の見える化及び最適

化を図り、庁舎のエネルギー使用について不断の運用改善に取り組むこととされてい

る。これら庁舎におけるエネルギー消費量等のデータを積極的に活用することにより、

エネルギー管理の徹底を図ることが極めて重要である。 

このため、⑥省エネルギー診断を実施した施設にあっては、診断結果に基づき設備・
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機器等の運用改善を図ること、⑦エネルギー管理システムを導入している施設にあっ

ては、エネルギー消費の見える化及びデータの分析結果に基づくエネルギー消費の効

率化の措置が講じられていることを新たに判断の基準として設定することが適当と考

えられる。 

⑧ フロン類の漏えい防止 

空調設備等の冷媒にフロン類が使用されている場合の漏えい防止のための適切な措

置について規定している。本基準は、平成 27 年 4 月のフロン排出抑制法の全面施行を

受け、維持管理に当たって、フロン類を使用している空調設備等からの漏えい防止に

係る措置を適切に講ずること求めているものであり、温室効果ガス排出削減の観点か

ら有効な基準であると考えられる。このため、本基準については、引き続き判断の基

準として設定することが適当と考え、現行の判断の基準から変更しないこととした。 

（２）配慮事項 

① 建築物環境衛生管理基準等への配慮及び② 電気の需要の平準化に資する措置 
現行の配慮事項には、省エネ法に基づく事業者の判断基準5を参考とした管理標準の

実施等、同法に基づく電気の需要の平準化に資する措置に関する指針6及び建築物衛生

法7に基づく建築物環境衛生管理基準等についての 3 つが含まれている。今般の判断の

基準等の見直しに当たり、当該措置について、現行の配慮事項から判断の基準への格

上げの必要性について検討を行った。管理基準の実施等については、当該管理標準（既

に管理標準が設定されている場合を含む。）に基づき設備のエネルギーの使用の合理

化を図ることを新たに判断の基準として設定することが適当と考えられることから、

判断の基準としたところであるが、それ以外については、当該措置の実施を引き続き

配慮事項として設定することが適当と考えられる。 

③ エネルギー使用状況等の詳細分析・評価 

庁舎における省エネルギー・低炭素化に係る各種手法として、今後のエネルギー管理

システム（BEMS）の導入やエコチューニングの実施、さらには既存建物のコミッショ

ニング8への拡大等を視野に、エネルギー使用状況等を詳細に分析・評価し、その結果

を踏まえた設備・機器及びシステム等の適切な管理・運用により、温室効果ガスの排

出削減が図られていることを新たに配慮事項として設定することが適当と考えられる。 

④ 各種管理・評価ツール等の活用 

                                                   
5 工場又は事業場におけるエネルギー使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成 21 年経済産業省告示第 66
号） 
6 工場等における電気の需要の平準化に資する措置に関する事業者の指針（平成 25 年経済産業省告示第 271 号） 
7 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号） 
8 庁舎管理への活用を想定していることから、既存建物のコミッショニングを対象とし、新築建物のコミッショニ

ングは含まない 
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施設のエネルギー管理、エネルギー使用実態の分析・評価に当たっては、既存の各種

管理・評価ツールの活用を図り、科学的、客観的及び効果的に行うことが重要である

ことから、引き続き配慮事項として設定することが適当と考えられる。さらに、学会、

業界団体等において作成された既存のマニュアルやガイドライン等の有効活用を図る

旨、備考に追加することが適当と考えられる。 

⑤ 専門技術者の配置、人材育成への取組 

庁舎管理を確実かつ効果的に実施するためには、省エネルギー、省資源、廃棄物排出

抑制等に係る専門的技術が求められる。このため、各項目に関する専門技術を有する

担当者を配置すること、また、それらの専門技術を有する人材を育成することが重要

と考えられることから、新たな配慮事項として設定することが適当と考えられる。 

⑥ 環境物品等の使用 

庁舎管理において使用する物品が特定調達品目に該当しない場合にあっても、庁舎管

理に伴い調達される備品や消耗品等について、ライフサイクル全体にわたる環境負荷

の低減を比較考慮した上で、より環境負荷が低減された物品等を使用することが重要

であるため、引き続き配慮事項として設定することが適当と考え、現行の配慮事項か

ら変更しないこととした。 

３．調達に当たっての留意事項 

庁舎管理業務の発注に当たって、中央合同庁舎等においては、従前の単年度個別契約

方式から建築設備の運転・監視、維持管理、清掃、施設警備、植栽管理業務等の様々な

業務を一括で発注する複数年包括契約方式への移行が図られる等の事例がみられる9。 

例えば、複数年の契約の場合にあっては、単年度契約では実施が困難な PDCA サイク

ルによる継続的な運用改善も可能になるものと考えられる。このため、国等の機関にお

いて庁舎管理業務を複数年契約方式で発注する場合は、当該契約期間に応じた温室効果

ガスの排出削減等に係る目標を設定するとともに、その達成状況を評価し、一層の改善

につなげることができるよう、PDCA サイクルの構築に努めることに留意する必要がある

ことから、備考 11 に調達者への留意事項として記載することとした。なお、単年度契約

の場合にあっても、継続的な運用改善が図られるよう、適切に対応するものとする。 

また、政府実行計画の「建築物における省エネルギー対策の徹底」を踏まえ、庁舎等

における省エネルギー診断の実施及びエネルギー管理システム（BEMS）の導入について、

可能な施設から積極的な対応を図るよう努める旨、調達者への留意事項として記載する

こととした。 
 

                                                   
9 国等の庁舎については、「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）」に基

づき、民間事業者の創意工夫によるサービスの向上、コストの削減の取組が進められているところ 
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電
気

の
需

要
の

平
準

化
に

資
す

る
措

置
の

実
施

 
③

エ
ネ

ル
ギ

ー
使

用
状

況
等

の
詳

細
分

析
・

評
価

 
④

各
種

管
理

・
評

価
ツ

ー
ル

の
活

用
、

既
存

マ
ニ

ュ
ア

ル
等

の
有

効
活

用

 
①

建
築

物
環

境
衛

生
基

準
等

へ
の

配
慮

 
　

設
備

に
係

る
管

理
標

準
に

基
づ

く
エ

ネ
ル

ギ
ー

使
用

の
合

理
化

 
①

特
定

調
達

物
品

等
の

使
用

 
②

施
設

に
お

い
て

実
施

す
べ

き
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策

 
　

電
気

の
需

要
の

平
準

化
に

資
す

る
措

置
の

実
施

 
②

各
種

管
理

・
評

価
ツ

ー
ル

の
活

用

 
⑤

フ
ロ

ン
類

の
漏

え
い

防
止

新 変


